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名古屋地域における沖積層の土質工学的特性と基礎の設計

橋 本 敏 秀*

The Géotechnical Features of The Alluvial Deposit for 

      Designing Foundations in Nagoya Area

Toshihide HASHIMOTO*

(Received August 31,1971)

ThegeneralfeaturesofthegroundformationinNagoyaandits

neighbourhoodwerealmostmadeclearin1969inthepublicreport

publishedbytheArchitecturalInstituteandotherorganizations.

Theauthor,oneofthewritersofthepublicreport,nowwishes

todiscusssomeinportantproblemSfromapracticalpointofvieW,on

whichthedetailedstudywasnotdoneinourpreviousreport.

Intheformerchaptersofthispaper,theregionalvariationsof

thegroundformationandsoilpropertiesinalluvialdepositareexamined

fromtheresultsofsoiltestsandboringdata.

Inthelatterchapters,theauthorsuggestsananalyticalmethod

toevaluatetheallowablebearingcapacityofafoundationinanalluvial

deposit,anddenotesitsapplicationstothetwotypesofthegroud

formations.

Thedif〔erencebetWeenthetwoiswhetherornottheground

formationscontainallysandylayeravailabletosupporttheloadof

theconstructions.

1.ま え が き 都 市地 盤 図 は,建 設 事 業 に関 係 あ る種 々の 立 場 で利 用

土 木 建 築 関 係構 造 物 を安 全 か つ 経 済 的 に 設 計 し う る第 され て い る・ 「名 古 屋 地 盤 図 」 もそ の 一 つ で ・1969年 に

1条 件 は,構 造 物 と これ が 設 置 され る地 盤 との 問 に お け 刊行 され た ・ 同地 盤 図 の 付 属 研 究 論 文 集 「名 古 屋 地 盤 総

る応 力 交 換 が 無 理 な く処 理 され る事 で あ り,こ れ を 満 た 論」 に は ・ 広 い専 門 分 野 か らの 地 盤 に 関 す る研 究 成 果 が

す に は通 常 無 関係 な 双 方 の 工 学 的特 性 を うま く協 力 させ 集 約 され て い る。筆 者 も執 筆 委 員 の1人 で あ った が ・ 当

る基 礎 構 造 を,そ れ らの 接 触 点 に 設 置 す る こ とが 必 要 で 時十 分 解 明 され なか っ た 問題 ・ お よ び 紙 面 の 制 約 上 割 愛

あ る。 した問 題 な どにつ い て は ・各 専 門 分 野 に お け るそ の 後 の

、 研 究 成 果 に合 せ て,別 の機 会 に 補 充 す べ きで あ る と考 え地 盤 は通 常 多 層 構 造 で あ りか
つ 各 層 は土 の 種 類 を異 に

て い た 。

す るか ら,局 所 的 調 査 は基 礎 設 計 の 資 料 を得 る に必 要 で.

あ るが 摺 序 や そ の 中 の土 の雛 は 平 面 的 、。連 続 して 、、 本稿 もそ の 鮨 に よ る もの で あ るが ・ 諸 般 傭 情 で 内容 を しぼ
る事 と した 。 す なわ ち沖 積 層 中 に基 礎 を設 計 す

る もの で あ るか ら,あ る程 度 広域 的 な地 盤 の 通 性 や そ の る実務 上
に 必 要 と思 わ れ る事 項 の み に つ い て,地 盤 図 関

変化 の地 域 的方 向 性 につ い て の予 備 知 識 は,大 局 的 判 断 一

を要する場合に役立っ.こ のことは立地計画の段階にお 係資料にもとづき統計的考襲 行ない・賜 内でのそれ

いてもは た構 造伽 実撮 計段隙 。おいても言い得 らの蝦 的雛 を貼 し・さら馳 齢 猷 齢 した許容耐力
の判定方法を提案する。

る。
ほかに次の諸点に留意した。

・建築学科(Department・fArchitecture)i)名 古屋市域を対象 とした
。市域外でより多 くの問

(1)
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 題点はあるが，現段階では統計的考察をするにはボ

 ーリングデータなど不足であり，個々の問題と一して

 扱うならば別の機会にすべきであると考えた。

ii）名古屋地盤総論において一応の結論が出た問題に

 ついては，必要な補足のみに止めた。

iii）土質に関する用語は，名古屋地盤図における定義

 に従うものとした。

 2．名古屋市域における沖積層の概況

 名古屋市おかぴその周辺地域における沖積層の分布状

況，それらの基底面の深度等は，松沢らの研究2）をはじ

め，名古屋地盤図からも知ることができる。

 ところが地盤工学的には，それら基底面の形成過程よ

敏  秀

りも，沖積世における堆積過程がより重要問題とされる

であろう。市域内においても，堆積条件の地域的差異

が，地盤構造の特性に地域的差をもたらしている。

 一般に濃尾平野の沖積層基底面は，洪積世中期以後の

濃尾傾動地塊運動といわれる東高西低の傾動を続けつつ

ある一方，最終氷河期の海面低下（海退）期に，各剛11

によって削られた侵食谷として形成されたものである

が，これらいくつかの侵食谷は，現在の市域内にも埋没

谷として存在することが知られている。

 一つは名古屋港から天白川ないし荒子川までのいくつ

かの支谷に分岐して，熱田台地にも深く入り込んでいる

もので，旧天白川埋没谷と呼ばれる。また別に飛島村か

らほぼ現在の庄内川の流路沿いに侵食谷があり，旧庄内
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第1図 名古屋市域の地盤区分図

（2） 中部工業大学紀要
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川埋没谷とよばれる。

 これら侵食谷と中間平坦部は，沖積世には本曽三川等

より土砂の供給をうけ，堆積して来たわけであるが，そ

の過程において，木曽川本流に近いところは大量の砂礫

を供給されている。現庄内川以西では上部砂礫層が認め

られるが，木曽川本流に近づくほど層厚，密度共に増大

している。木曽川本流東岸地域では沖積層の全厚は30木

ないし50木にも達するが，上部砂礫層は小規模建築物に

必要程度の支持力を有していたので，古来軽工業地帯と

して小都市群を繁栄させ，数回の大地震にも耐えて来

た。しかし今後大規模構造物を建設しようとするときに

は沖積層全厚の大きいことが難問題となるであろう。

 名古屋市域内では上部砂層はあまり明瞭な形ではな

く，沖積層申に分散したようになっている。

 次に旧天白川埋没谷に属する地域では砂礫の堆積が極

めて少なく，地表から基底面まで粘土質となっていると

ころも多い。したがって沖積層内に支持層を求めること

がむつかしく多くの場合深い基礎を用いる必要がある。

 以上自然堆積条件による±層構成の地域差について述

べたが，市南部臨海地域では17世紀以降の干拓，埋立の

条件が土層構成に関係しているので，あまり広域的な定

形論はできない。特に市南部の軟弱粘土を対象とした研

究3），および港内地盤を対象とした調査報告4）はこの地

域の地盤工学的知識を得るための参考になる。
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第2図圧密降伏荷重と深度

第1表圧密未了粘土層の地域的分布

60

75

 3．粘土層の土質

 名古屋市域を便宜上第1図のように小地区に分割する

ものとする。

 多くの土質試料について圧密試験を行なった結果か

ら，試料探取深度と圧密降伏荷重との関係を調べた結果

は名古屋地盤総論にも概説してある。ここではさらに粘

土層の先行圧密状態の地域差を明らかにするため，土質

分類上CH（塑性度の高い粘土）に属するもののみにっ

いて，AB C地区とD F地区とを比較した。（第2図参

照）

 前者は比較的深い位置に，後者は浅い位置に圧密未了

の層が多いことがわかる。さらに個々のボーリングデー

タをも参照した結果，沖積膚上，中部における土の粒度

分布が，両地区ではかなり異っていることと符合するこ

とがわかった。

 圧密未了データの地域的分布状況を第1表に示す。本

表は試料探取深度をD（m），圧密降伏荷重をP。（〃m2）

とするとき，

  p。＜1．5D

を圧密未了と考えて，圧密試験の試料数と圧密未了件数

とを地区別に比較したものである。ただし試料の採取は

地区 A B C D E F G
I ％ ％ ％ ％

皿 ％ ％

皿 ％ ％ ％0 ％

w ％ ％ ％ ％

V ｝イ ％ ％
■   ⊥

w ％ ％ 所 ％ ％

w ％ ％ 1×2 ％3 ％

注。分母は圧密試験試料数，分子は圧密未了と思わ

  れる試料数

平面的にも深度的にも計画配置されたものでないから，

同表各地区毎の数値は統計値としての意味はもたない。

 次に標準貫入試験結果（亙値）と圧密降伏荷重との関

係について，主として沖積粘土層を対象としたので，土

質C L（塑性度の低い粘土）でかつ正規ないし過圧密の

ものを除いて調べた結果を第3図に示す。この結果から

推論すると，

 i）圧密未了のC Hでは，圧密降伏荷重はW値によっ

  でほとんど評価されない。

 ii）圧密未了のC L，および正規，過圧密のC Hの圧

  密降伏荷重は次式の範囲にある。

    8W＞Po（f／m2）＞2W

（3）
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第3図

標準貫入試験N値

標準貫入試験w値と圧密降伏荷重

  この関係はすでに洪積粘土に対して推論されている

  もの5）と変らない。

 さらに液性限界（Wエ）と圧縮指数（Cc）との関係に

ついては，名古屋地盤図編集の際にも全試料を対象とし

て統計的検討が加えられたが，その相関は明らかにされ

なかった。その後データを採取地区別，粒度別等種々の

グループに分割して検討した結果，あるグループ内では

かなり高い相関性を示すものがあった。第4図はAB地

区の粘性土（CH，C L）についてWz～Ccの関係を
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第4図

11O

液性限界と圧縮指数（AB地区）

示したもので，この場合の相関係数は7＝0．82である。

またこれらのデータにつき最小2乗法により関係式を求

めた結果

  Cc＝0，011（Wエー1O）

を得た。同図には参考のためスケンフトンの式

  Cc＝0，009（Wz－10）

をも付記した。ところが同図に含まれているCLのみに

ついて見れば上記の関係には従っておらず，Wエ～Cc

の相関性は低い。AB地区ではCHの試料が多かったの

で結果として高い相関性を示したものと考えられるが，

この関係は少くとも市域内での沖積粘土の場合を代表し

ているものと見なすことができよう。他方，洪積粘土で

は両者の相関性が低いことから，Wエ～Ccの関係は沖

積粘土の場合に限り上式が適用できるものと推論され

る。

 4．沖積層における基礎の設計

 名古屋地盤総論において「基礎計画上の注意点」では

主として地盤調査の方針について述べられており，個々

の地盤調査の結果は直ちに実際の基礎の設計に応用され

るものであるが，どのように応用するかという具体的な

記述はない。本稿では特に沖積層申に基礎を設置する場

合の設計方法について，基本的な考え方を提示したい。

 4．1沖積地域における基礎形式の選定

 高層建築等の大規模構造物，あるいは基礎の変位（鉛

直，水平井）について，特に制限ある橋梁等の構造物に

あっては，その基礎は少くとも洪積層申の砂礫層に達す

るよう，くい基礎等の深い基礎を採用するのが無難とさ

れている。しかしながら沖積層基底面が非常に深い地盤

に申低層建築物（たとえば小学校々舎）など軽量構造物

を建設するような場合，できれば浅い基礎を採用したい

という要求がなされることがある。もし必要な支持力が

得られ，沈下量が許容値以内であると推定されるなら

ば，沖積層申の浅い基礎も不可能ではない。この場合の

可能性は基礎底面の支持力と底面以下の圧密量によって

決まる。基礎形式の選定は以下に述べる具体的な許容耐

力の判定方法に従ってなされるべきであろう。

 4．2支持層として利用しうる砂層のある場合

 （1）基礎底面を砂層に置くものとし，先ずその支持力

公式（マイヤーホフのw値利用公式など）で算定し，次

に底面以下の粘性土層について，圧密試験の結果を用い

て圧密沈下量を算定する。後者が許容量以内なるとき前

者（支持力）を地耐力と見なし，適当な安全率で割った

ものを許容地耐力（∫。）とみなす。

 （2）直接許容地耐力を求める方法として，マイヤーホ

フが提案したもの6）を応用する場合。

（4） 中部工業大学紀要
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 ベタ基礎の許容地耐力度（f／∫f2）は，

     w
  カロ＝  ∫α
     12

 記号 8α＝許容沈下量（づm）

 上式をメートル法に換算すると，

  α∫＝0．37／V∫’α

 記号 q∫＝許容容地耐力度（〃m2），∫’α＝許容沈下量

    （om）

となる。これを地盤係数の形であらわせば，

  K砂＝0．37W

 記号 K。＝鉛直方向地盤係数（1／m2／Cm）

このK。の値は実際よりも過小な値を示すものと考えら

れるが，設計荷重に対する基礎底面の即時沈下量を概算

するときlF便利であり，K。が過少であることは通常安

全側になる。

 ここで注意すべきことは上式は基礎底面下に粘土層が

ある場合の圧密沈下量は，考慮されていないことであ

る。基礎底面以下の土質の変化およびw値の減少傾向に

より，圧密沈下量を別に計算することが必要となる場合

がある。

 4・3支持層として利用しうる砂層のない場合

 この場合でも基礎底面は，N値の比較的大きい地層に

置くことが望ましい。

 （1）支持力はN値から求めることもできるが，ここで

はテルツアギの理論式を用いて推定する場合について述

べる。

        1
  96＝CjVc＋一γ■BNγ十γ2DパVq
        2

 註．基礎の形状係数α：1，β＝％の場合

 記号 ω＝極限支持力度（〃m2），C：粘着力（i／m2）

γ。，γ。＝基礎底面下方および上方の土の単位体積重量

（〃m8），B＝基礎幅（m），D∫＝基礎の根入れ深さ（m），

凡，州，珊＝支持力係数

 上式において内部摩擦角が認定できないような軟弱地

盤では珊÷O，凡＝5．3なる値をとり，さらにD／を

無視する場合は第1項のみとなり，

  q4＝5．3C，

    1
  σα＝一σd＝1．8C＝≒q〃
    3

 記号 qα＝許容支持力度（〃m2），q・：1軸圧縮強度

（〃m2）

 以上のように1軸圧縮強度は最悪条件での許容支持力

度を示すことになる。

 1軸圧縮強度は粘土の場合，W値から評価することは

ほとんど不可能であるから，1軸圧縮試験ある1一・は3軸

圧縮試験の結果を用いなければならない。

77

 （2）圧密試験結果の利用

 圧密試験は粘土層の圧密量を推定するための諸定数を

得る目的で行われるが，諸定数のうち圧密降伏荷重（P。）

の値は，そのまま一つの許容地耐力を示んものであると

の見方もあるようである。しかしそのような見方ができ

るのは，P。が基礎底面以下深さに応じて増大して行く

ような場合に限られるべきであり，このような前提条件

は沖積粘土層ではほとんど期待できない。ゆえに当然沖

積層全体の圧密沈下量は別に計算し，許容値と比較しな

ければならない。

5．あとがき

 本稿はその前半において名古屋市域の沖積層の分布状

況を概説し，特にそれらの堆積条件の差から，土層構成

上地域差を生じていること，従って沖積層中に存する粘

土の性質にも地域差があるべきことを推論し，名古屋地

盤図の土質試験データから，粘性土の圧密特性の地域的

傾向を明らかにしたほか，沖積粘土の圧密降伏荷重とN

値との関係，液性限界と圧縮指数との関係について，構

造工学的応用を念頭において解明した。

 後半において沖積層における基礎の設計方針と，その

根拠となる許容耐力を推定する解析方法のいくつかを提

案した。この場合特に沖積層中の上部砂層の利用の可否

は，上部構造物の荷重条件にもよるが，ここでは地盤条

件として，砂層の有無により異なる解析方法を示した。

 沖積層申に基礎を置くこと自体は原則として望ましく

はないが，頭から不可能として拒否すべきではなく，そ

の許容耐力，設計荷重に対する沈下量を推定し，これら

を根拠としてその可否を検討することが，適切な基礎設

計への道程であろう。
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